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育児休業給付金制度では、支給単位期間(※1)中に就業した場合は申告が
必要です。就業している日が10日を超えて、かつ就業している時間が80時
間を超えるときは、育児休業給付金は支給されませんのでご注意ください。
また、育児休業期間中に賃金が支払われた場合は、育児休業給付金が減

額支給される場合等もありますので、このリーフレットをよくご確認くだ
さい。

育児休業を取得中（取得予定）の方・育児休業給付金の申請手続を行う事業主の方へ

※１ 「支給単位期間」とは、育児休業を開始した日から起算した１か月ごとの期間をいいます（育児休業終了
日を含む場合は、その育児休業終了日までの期間です。）。

原則として、休業開始時賃金日額(※2)×支給日数(※3)×67％（50％(※4)）です。
[賃金月額]

各支給単位期間の支給額について

※２ 「休業開始時賃金日額（以下、「賃金日額」とします。）」とは、原則、育児休業開始前６か月間の賃金
を180で除した額です。

※３ 「支給日数」とは、原則30日、休業終了日の属する支給単位期間についてはその支給単位期間の日数です。
※４ 育児休業の開始から６か月経過後は、50％です。

賃金(※5)が賃金月額の13％(30％※6)) ⇒
を超えて80％未満の場合

賃金が賃金月額の80％以上の場合 ⇒

[賃金月額×80％]と賃金の差額が支給
額となります（減額支給となります。）。

支給されません。

※5 ここでの「賃金」とは、育児休業期間を対象として支払われた賃金を指します（以下、同じです。）。
なお、賃金が賃金月額の13％(※6)以下の場合は減額支給等はありません。

※6 育児休業給付金の給付率が50％の場合は、13％ではなく、30％となります。

各支給単位期間に支払われた賃金がある場合の支給額について

＜支給額の例（賃金月額が30万円の場合）＞ ※育児休業給付金の給付率が67％、支給日数が

30日である支給単位期間とします。

①支給単位期間中に賃金が ⇒
支払われていない場合

②支給単位期間中に賃金６万円が ⇒
支払われた場合

③支給単位期間中に賃金24万円が ⇒
支払われた場合

原則通りの計算で、
賃金月額30万円×67％＝20万１千円です。

賃金が[賃金月額×20％]支払われているので、
賃金月額30万円×80％ー6万円＝18万円です。

賃金が[賃金月額×80％]支払われているので、
支給されません。



◆各支給単位期間中に
就業していると認められる日
の日数を記入します。
［全日休業している日(日曜日
や祝日など会社の休日となって
いる日) 以外の日］

◆ハローワークで手続きする際
は、就業日数の証明のためにタ
イムカードなど就業した日数が
分かる書類を添付してください。

◆各支給単位期間中の
就業日数が10日を超える場合
に記入します。（10日を超え
ない場合は記入不要）

◆ハローワークで手続する際、
この欄が記入されている場合は、
就業時間の証明のためにタイム
カードなど就業した日数が分か
る書類を添付してください。

＜留意点＞

（注１）育児休業給付金制度では、就業日数（時間）の算定にあたっては、雇用保険の被保険者

となっていない事業所で就業している日数（時間）も含まれます。なお、育児休業期間を対象

として支払われた賃金の算定にあたっては、雇用保険の被保険者となっていない事業所から支

払われた賃金は含まれません。

（注２）育児休業期間中に、１か月間に10日を超えて就労した場合、その際の就労に対する賃金

額を、次の子に係る育児休業を取得した際の育児休業給付金の支給額の算定に使用する場合が

あるため、次の子に係る育児休業給付金の支給額が減額になる可能性があります。

＜育児休業期間中に就業した場合の育児休業給付金支給申請書の記載例＞

注 意 事 項


